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ç 指定テーマ：周辺環境に配慮し、狭隘
な敷地において既存建物を使用しながら
建て替え工事を行う場合の施工上の工夫
について
なお、上記|技術提案の評価は入札説
明書等に示された内容（以下「標準案」
という。）について、それと異なる施工方
法等（以下「ＶＥ提案」という。）を評価
し標準案は評価しない。

] 技術提案における最低限の要求要件（以下
「要求要件」という。）として、設計図書にお
ける諸法令を遵守するとともに、公共建築工
事標準仕様書及び上記|æからçの要件を満
たしており、その施工計画が具体的に示され
ていること。

^ 落札者の決定方法
{ 入札参加者は、価格及び技術提案をもっ
て入札をし、次の各要件に該当する者のう
ち、下記_「総合評価の方法」によって得
られた数値（以下「評価値」という。）の最
も高い者を落札者とする。
æ 入札価格が予決令第79条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内
であること。
なお、予定価格は、設計図面及び設計
図書に基づき算出し、総合評価管理費は
含まない。

ç 評価値が、標準点（100点）を予定価
格で除した数値を下回らないこと。

| 上記において、評価値の最も高い者が２
人以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決める。

_ 総合評価の方法
{ 標準点 本工事について、入札説明書等
に記載された要求要件を実現できると認め
られる者に標準点100点を与える。

| 施工体制評価点及び加算点 入札価格及
び技術提案の内容に応じ、上記\{の評価
を行い施工体制評価点を与え、上記\|の
評価項目毎に評価を行い、加算点を与える。
なお、施工体制評価点の最高点数は30点、
加算点の最高点数は40点とする。

} 入札価格及び技術提案に係る総合評価
は、標準点と施工体制評価点及び加算点の
合計を入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。

` 上記_|の評価項目の詳細及び加算点の算
出方法は入札説明書による。

４ 入札手続等
\ 担当部局 〒980`8602 宮城県仙台市青葉
区二日町９番15号 国土交通省東北地方整備
局総務部契約課契約第二係 電話022`225`

2171d 内線2531

] 入札説明書の交付期間及び方法 入札説明
書を電子入札システムにより交付する。（電子
入札システムの調達案件一覧中、本案件の「登
録文書一覧」欄から、ダウンロードすること。）
交付期間は、公告の日から平成25年10月31

日午後４時まで。
ただし、やむを得ない事由により、上記交
付方法による入手ができない入札参加者は上
記\の担当部局へその旨申し出ること。
また、他社が取得した入札説明書等を譲り
受け、申請書及び確認資料を提出した者が認
められた場合には、東北地方整備局競争契約
入札心得第５条に基づき、入札の取り止め等
を措置することがある。

^ 申請書及び確認資料の提出期間、場所及び
方法 申請書及び確認資料は、平成25年８月
９日午後４時までに、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、支出負担行為担当
官の承諾を得た場合は上記\に持参、郵送（書
留郵便に限る。提出限期必着。以下同様。）又
は託送（書留郵便と同等のものに限る。提出
限期必着。以下同様。）により提出することも
できる。

_ 入札及び開札の日時及び場所並びに入札の
方法 入札の締切は、平成25年10月31日午後
４時。入札は、電子入札システムにより行う
こと。ただし、承諾を得た場合は上記\の担
当部局持参、郵送又は託送により提出するこ
ともできる。
開札は、平成25年11月６日午後１時30分東
北地方整備局入札室にて行う。

` 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
{ 期間 競争参加資格確認通知の日の翌日
から入札締切の日まで。（利付国債の提供の
場合は、平成25年10月15日まで）

| 場所 上記\に同じ。
} 方法 持参、郵送又は託送により提出す
ること。

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行青葉通代理店（七十七銀行本店））。
ただし、利付国債の提供（取扱官庁 東
北地方整備局）又は銀行等の保証（取扱官
庁 東北地方整備局）をもって入札保証金
の納付に代えることができる。また、入札
保証保険契約の締結を行い、又は契約保証
の予約を受けた場合は、入札保証金を免除
する。

| 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行青葉通代理店（七十七銀行本店））。
ただし、利付国債の提供（保管有価証券
の取扱店 日本銀行仙台支店）又は金融機
関若しくは保証事業会社の保証（取扱官庁
東北地方整備局）をもって契約保証金の
納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履
行保証保険契約の締結を行った場合は、契
約保証金を免除する。

^ 入札の無効 競争参加資格のない者のした
入札、申請書又は確認資料に虚偽の記載をし
た者のした入札及び入札に関する条件に違反
した入札は無効とする。

_ 技術提案にあたり、ＶＥ提案で施工する場
合は、施工計画書にその内容を記述して提出
すること。また、標準案で施工する場合は、
提案内容を記載せずに施工計画書を提出する
こと。
なお、技術提案にあたっては、指定テーマ
１つに対しＶＥ提案を提出することとし、項
目ごとにＶＥ提案と標準案の区分は行わない
こと。

d 契約締結後の技術提案 契約締結後、受注
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、提案することができ
る。提案が適切と認められた場合には、設計
図書を変更し、必要があると認められる場合
には請負代金額の変更を行うものとする。
なお、入札時のＶＥ提案の範囲となってい
る提案事項については、契約締結後の技術提
案の対象外とする。

e 手続きにおける交渉の有無 無。
Ĉ 契約書作成の要否 要。
D̂ 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を本工事の請負契約の相手方との随意契約に
より締結する予定の有無 無。

Ê 施工計画書のヒアリングを必要に応じて行
う。

` 上記３\及び]により提出された施工計画
書について競争参加資格確認通知に併せて技
術提案の評価を通知する。通知する内容は、
技術提案ごとに加算点の付与を対象とする提
案（「〇」と表記。）、加算点の付与の対象とし
ない提案（「`」と表記。）及び実施不可の提案
（「×」と表記。）とする。なお、実施不可の

提案とは、標準案を満足していないなど技術
提案として適切と認められない提案や現場条
件により実施できない提案などである。

a 落札者の決定方法 落札者は、上記３に定
めるところに従い評価値の最も高い者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がなされないおそれがあると認
められるとき又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、その限りではない。

b 配置予定技術者等の確認 落札者決定後、
ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者
又は主任技術者の専任制違反の事実が確認さ
れた場合、契約を結ばないことがある。なお、
種々の状況からやむを得ないものとして承認
された場合の外は、申請書の差し替えは認め
られない。

c 専任の監理技術者（又は専任の主任技術者）
の配置が義務付けられている工事において、
調査基準価格を下回った価格をもって契約す
る場合においては、監理技術者（又は主任技
術者）とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある。
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